
（球磨村）令和３年度における森林環境譲与税の使途について

事業費
（千円）

うち当該年度の
森林環境譲与税

（千円）

うちその他の財源
（千円）

意向調査の準備
作業

森林現地確認シス
テム導入

594 594 0 0
意向調査や森林経営管理事業を実施するた
め、森林現地確認システム導入を検討し、
リース契約にて導入。

森林現地確認システムリー
ス
一式

意向調査の準備
作業

森林資源解析業務
委託

25,999 25,980 19 0
意向調査及びその後の計画を立てる上で必
要な民有林の基礎資料の収集を行う。

球磨村全域（164.96k㎡）の
森林資源解析を実施

意向調査 意向調査 12 11 1 0
三ケ浦甲地域において、森林所有者の意向
調査を実施。
実施主体：産業振興課農林係

森林経営管理法に基づく経
営管理意向調査実施面積：
49ha

意向調査
意向調査集計及び
管理レイヤ追加業
務委託

1,595 1,595 0 0
令和3年度意向調査アンケート（三ケ浦甲
地域）の集計及び管理用レイヤ追加作業

アンケート等による意向確
認実施面積：41ha

私有林整備
間伐材搬出補助
（くまもと間伐材
利活用推進事業）

4,900 2,450 2,450 0

間伐材の流通経費を助成することにより、
林業経営者の間伐意欲の喚起と、間伐材の
安定供給を推進した。
（事業に係る費用の内、50%を補助）

間伐：28.41ha

私有林整備
作業道整備事業補
助金

3,966 3,966 0 0
作業道の補修・応急復旧及び維持管理を実
施
補助率：50%（上限100万円）

補修（9路線）
延長：約8,389m

私有林整備
林業用システム類
導入事業

1,000 1,000 0 0
効率的な森林整備を促すため、システムや
器機の導入支援を実施
補助率：50%（上限50万円）

2件

林道・林専道の
整備等

産業振興対策事業
補助金
（作業道開設補
助）

336 336 0 0

作業道を開設し、作業の省力化、合理化を
図り、木材産業の振興を推進するため、作
業道開設費用を助成した。
（事業に係る費用の20%を補助）

開設（2路線）
　延長：1,261m
補修（1路線）
　延長：34m

林道・林専道の
整備等

作業道生コンク
リート補助事業

2,552 2,551 1 0

民有林における作業道維持管理のため生コ
ン支給を実施し、施業・間伐を推進した。
対象：受益戸数5戸以上
補助率：生コン材料代90%

延長：約435m
生コン支給量：125.1㎥

その他（森林整
備）

入会林整備促進事
業

2,557 2,556 1 0
村内における膨大な共有林の意向調査を推
進させるため、入会林整備専門の職員を雇
用した

専門員1名雇用

担い手確保

林業従事者育成促
進事業補助金
林業用機械導入事
業補助金

2,604 2,604 0 0

林業従事者の育成及び安全確保のため、機
械類や安全装置等の導入支援を実施。
対象：村内で、くまもとの森林を守り育て
る林業経営体認定事業所
（補助率：100%）

補助事業体：2団体
支援対象者数：37人

専門員の雇用
地域林政アドバイ
ザー事業

2,564 2,563 1 0
林業技術者により市町村の森林・林業業務
を支援するため、地域林政アドバイザーと
して職員を雇用した。

地域林政ドバイザー
1名雇用

合　計 48,679 46,206 2,473 0

実績事業区分 事業名
当該年度基金への
積立額（千円）

事業内容 税導入の効果

・森林環境譲与税を財源とした作業道の開
設（1,261ｍ）及び補修（1路線）により、
効率よく搬出間伐を実施することができ
た。
・生コン支給（125.1㎡）による維持管理
を推進したことで、素材生産基盤の強化を
図り、公益的機能の持続的な発揮につなげ
ることができた。
・球磨村の民有林（164.96k㎡）におい
て、森林資源解析業務委託を実施し、今後
の効率的な森林施業及び森林経営管理制度
を進めるにあたって基礎資料とする。

【詳細】
　本村は森林面積が約９割を占めており、
かつては豊かな森林資源が保全され、安定
かつ継続的な森林経営による恩恵を受けて
いた。
　しかし、近年は高齢化による林業従事者
の減少や木材価格の低迷などにより、森林
所有者の施業意欲と森林資源の保全が低下
しつつあることから、森林環境譲与税を活
用し、森林施業の集約化や路網整備、担い
手の育成を進めるとともに、木材の生産か
ら健全な森林づくりを推進することとして
取り組んでいる。

　令和３年度においては、令和２年７月豪
雨被災した作業道の補修及び応急復旧や維
持管理を推進したことで、作業の効率化を
図ることが出来た。
　また、間伐材流通経費の助成により、林
業経営者の間伐意欲の喚起と、間伐材の安
定供給を推進することができた。


